
地区の復興まちづくり計画
（≒市町村復興計画）

発災後６カ月を目途に、地区別復興手法を踏まえ、住民等との合
意形成を図りながら、地区の復興まちづくり計画の策定を行う。

特定行政庁（県）の場合

関係部署

準備すべき資料

その他

その他

□非常時に使用するＰＣを確保（グループで1台程度）　　　→□プリンターへの接続コードあり

□データを共有ＨＤＤ有り　　→□データのバックアップ有り　　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□災害時優先電話（「最重要」表示の電話機）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□災害時優先ＦＡＸ（「最重要」表示のＦＡＸ）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□防災行政無線を使用（ダイヤル番号・ＦＡＸのみ使用可能。）

必要な資源が使用できない場合の代替対応策（該当するものを全てにチェック）

市町村都市計画担当課（建築指導担当課、防災担当課など）
県土木部関係課（都市計画課、建築指導課、住宅課など）

地区の復興まちづくり計画の策定は、市町村復興計画と同時並行で行う。

チェック欄

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

□密集市街地カルテ、□基盤整備状況の資料、□地籍調査資料、□権利関係資料、
□都市計画基礎調査結果（都市構造の現状や課題）、
□事前復興計画、□都市計画マスタープラン、□地域防災計画、
□説明会、都市計画審議会の開催場所、周知方法に関する資料、□災害危険区域の条例、
（□地区別復興手法に関する資料）、（□都市復興基本計画（骨子案））、（□復興計画（骨子案））、
（□被災市街地復興推進地域に関する資料）、（□災害危険区域の指定（または移転促進区域の設定）に関する
資料）　※（　　）：発災後の資料

発災後 ６カ月を目途

【役割区分】
業務区分

【市町村】
情報収集

【市町村】
合意形成

【市町村】
合意形成

【市町村】
意志決定、報告・連絡

【県・市町村】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【市町村】
意志決定、報告・連絡

【市町村】
意志決定、報告・連絡

復興手順

作業内容 指針のページ数

発災後
70日以内

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

発災後
６カ月を目途

（　　／　　）

P56、P89～96

P99～102

P99～102

P95～103

P71、P105

P129～130

P98

P105

P114～115

1

2

3

4

5

6

7

8

9

地区別の復興手法、復興スケジュールの策定

住民等との合意形成（現在位置による復興）

住民等との合意形成（移転による復興）

地区の復興まちづくり計画の策定
（市町村復興計画の一部を構成）

高知県復興都市計画連絡調整会議の設置

都市復興基本計画の策定・公表
（高知県復興計画の一部を構成）

復興都市計画事業の都市計画決定

防災集団移転促進事業計画の作成

復興都市計画事業の都市計画決定の事前協議

期限ＮＯ

ＰＣ

ＯＡ機器

□

□

□

□

電話

ＦＡＸ

業務に必要な機器（有無をチェック）

災害公営住宅建設計画との連携、調整を図る。

第二次建築制限
[または災害危険区域による制限]

発災後２カ月以内に、被災市街地復興特別措置法に基づく建築行為等
の制限（または建築基準法第 39条に基づく建築行為等の制限）、復興計
画（骨子案）の策定を行う。

特定行政庁（県）の場合

関係部署

準備すべき資料

その他

その他

□非常時に使用するＰＣを確保（グループで1台程度）　　　→□プリンターへの接続コードあり

□データを共有ＨＤＤ有り　　→□データのバックアップ有り　　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□災害時優先電話（「最重要」表示の電話機）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□災害時優先ＦＡＸ（「最重要」表示のＦＡＸ）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□防災行政無線を使用（ダイヤル番号・ＦＡＸのみ使用可能。）

必要な資源が使用できない場合の代替対応策（該当するものを全てにチェック）

市町村都市計画担当課（建築指導担当課、防災担当課など）
県土木部関係課（都市計画課、建築指導課、住宅課など）

□密集市街地カルテ、□基盤整備状況の資料、□地籍調査資料、□権利関係資料、
□都市計画基礎調査結果（都市構造の現状や課題）、
□事前復興計画、□都市計画マスタープラン、□地域防災計画、
□説明会、都市計画審議会の開催場所、周知方法に関する資料、□災害危険区域の条例、
（□現地目視調査票）、（□家屋被害概況図）、（□復興地区区分の検討資料）、
（□都市復興基本方針）、（□第一次建築制限区域）　
※（　　）：発災後の資料

市町村災害対策本部に、第二次建築制限（または災害危険区域による制限）の情報提供を行い、土地利
用計画の担当部局や災害廃棄物処理計画の担当部局との事前調整を図る。

災害公営住宅建設計画との連携、調整を図る。

チェック欄

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

発災後 ２カ月以内

【役割区分】
業務区分

【市町村】
情報収集

【市町村】
情報収集

【市町村】
意志決定

【県・市町村】
意志決定、報告・連絡

【市町村】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【市町村】
意志決定

【市町村】
意志決定

復興手順

作業内容 指針のページ数

発災後
40日以内

（　　／　　）

発災後
40日以内

（　　／　　）

発災後
40日以内

（　　／　　）

発災後
40日以内

（　　／　　）

発災後
２カ月以内

（　　／　　）

発災後
２カ月以内

（　　／　　）

発災後
２カ月以内

（　　／　　）

発災後
２カ月以内

（　　／　　）

発災後
２カ月以内

（　　／　　）

P45～55

P18、P21、P55

P22～23、P56

P70～71

P57～67

P129～130

P57～67

P68～80

P81～88

住家の被害認定調査、現地目視調査[詳細]

現地目視調査［詳細］票・家屋被害の集計表の整理、
家屋被害詳細図の作成

復興地区区分の再検証、地区別復興手法の選択

第ニ次建築制限区域（被災市街地復興推進地域）
の事前協議

高知県復興都市計画連絡調整会議の設置

都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表

第ニ次建築制限区域（被災市街地復興推進地域）
の都市計画決定

災害危険区域の指定（または移転促進区域の設定）

復興計画（骨子案）の策定

期限ＮＯ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

ＰＣ

ＯＡ機器

□

□

□

□

電話

ＦＡＸ

業務に必要な機器（有無をチェック）

第一次建築制限
発災後１カ月以内に、建築基準法第84条に基づく建築行為等の
制限、都市復興基本方針の公表を行う。

特定行政庁（県）の場合

関係部署

準備すべき資料

その他

その他

□非常時に使用するＰＣを確保（グループで1台程度）　　　→□プリンターへの接続コードあり

□データを共有ＨＤＤ有り　　→□データのバックアップ有り　　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□手書きで対応　　→□様式を紙で保管　（保管場所：　　　　　　　　）

□災害時優先電話（「最重要」表示の電話機）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□災害時優先ＦＡＸ（「最重要」表示のＦＡＸ）を使用　　　（設置場所：　　　　　　　　　）

□防災行政無線を使用（ダイヤル番号・ＦＡＸのみ使用可能。）

業務に必要な機器（有無をチェック） 必要な資源が使用できない場合の代替対応策（該当するものを全てにチェック）

市町村都市計画担当課（建築指導担当課、防災担当課など）
県土木部関係課（都市計画課、建築指導課、住宅課など）

□密集市街地カルテ、□基盤整備状況の資料、□地籍調査資料、□権利関係資料、
□都市計画基礎調査結果（都市構造の現状や課題）、
□事前復興計画、□都市計画マスタープラン、□地域防災計画

市町村災害対策本部に、第一次建築制限に係る情報提供を行い、土地利用計画の担当部局や災害廃棄物
処理計画の担当部局との事前調整を図る。

応急仮設住宅供給計画との連携、調整を図る。

【役割区分】
業務区分

復興手順 チェック欄

作業内容期限ＮＯ 指針のページ数

発災後
３日以内

（　　／　　）

発災後
７日以内

（　　／　　）

発災後
16日以内

（　　／　　）

発災後
18日以内

（　　／　　）

発災後
20日以内

（　　／　　）

発災後
21日以内

（　　／　　）

発災後
１カ月以内

（　　／　　）

発災後
１カ月以内

（　　／　　）

発災後
１カ月以内

（　　／　　）

P9～14

P74

P15～18

P18～21

P19、P22～23

P24～29

P129～130

P30～33

P34～44

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

／

1

2

3

4

5

6

7

8

9

災害対策本部等から被災情報等の収集

都市計画審議会委員の安全確認、
都市計画審議会の開催準備

被災建築物応急危険度判定調査、現地目視調査

現地目視調査票・家屋被害の集計表の整理、
家屋被害概況図の作成

第一次建築制限区域（案）の申出、
第一次建築制限の連絡調整

高知県復興都市計画連絡調整会議の設置

都市復興基本方針の策定・公表
（高知県復興方針の一部を構成）

第一次建築制限区域の指定

復興地区区分の検討

発災後 １カ月以内

【市町村】
情報収集

【県・市町村】

報告・連絡

【市町村】
情報収集

【市町村】
情報収集

【市町村】
意志決定

【県・市町村】
報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定、報告・連絡

【県】
意志決定

ＰＣ

ＯＡ機器

□

□

□

□

電話

ＦＡＸ

・高知県地域防災計画
・高知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例
・高知県南海トラフ地震対策行動計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                など

即して

高知県復興方針（発災後）

市町村復興計画（発災後）

都市の
復興（※）

生活の
復興

南海トラフ地震等の大震災発生

（※）都市基盤や土地利用などの「都市計画」に関わる復興
○○･･･福祉、医療、教育、観光など

復興まちづくりの根幹となる
迅速な「都市の復興」

住宅の
復興

産業の
復興

○○の
復興

平時における「事前の準備」（出来ることから）

・地区カルテ（密集市街地カルテ）や基盤整備状況の整理

・地籍調査による境界確定

・土地や建物の権利関係の整理

・罹災証明書の交付業務（住家の被害認定）の実施体制づくり

・説明会、都市計画審議会の開催場所、周知方法の想定

・災害危険区域の条例制定

・地区まちづくり協議会の組織化、事前復興計画づくり

・移転先の検討（埋蔵文化財発掘調査等）

・模擬訓練の実施

国

県

予防（応急、復旧・復興を見据えた事前対策） 応急 復旧・復興

高知県南海トラフ地震応急対策活動要領 （ＢＣＰ）

高知県国土強靭化地域計画（指針）

■ 一般対策編　　■ 地震及び津波災害対策編　　■ 火災及び事故災害対策編

高知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例

高知県南海トラフ地震対策行動計画

本指針

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法

国　土　強　靭　化　政　策　大　綱

国　土　強　靭　化　基　本　計　画　（　指　針　） ■ 国土強靭化アクションプラン

災　害　対　策　基　本　法

南海トラフ地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法

地震防災対策
特別措置法

災害救助法 大規模災害からの復興に関する法律

被災者生活再建支援法

大規模地震防災・減災対策大綱
予防から、応急、復旧・復興までの対策のマスタープラン
　　■ 大規模地震・津波災害応急対策対処方針（暫定版）

大規模地震発生時の災害応急対策について、政府の役割を定めたもの
　　　　　　■ 具体計画

南海トラフ地震防災対策推進基本計画
基本的方針、基本的な施策に関する事項、施策の具体的な目標と
その達成期間、各種計画の基本となるべき事項等を定めたもの

復興基本方針（発災後策定）
復興の意義及び目標、実施すべき施策、国と地方
公共団体の役割分担や連携について定めたもの

高知県地域防災計画　（南海トラフ地震防災対策推進計画）

国土強靭化に係る県の他の計画等の指針となるべきものを定めた計画

災害対策基本法第40条に基づき、各種の災害から県民の生命、身体及び財産を保護するために、本県において防災上必要な諸施策の基本を行政、事業者、住民それぞれの役割を明らかにして定めた計画

被害の軽減や地震発生後の応急、復旧・復興のための事前の準備など、県、
市町村、事業所をはじめ県民それぞれの立場で実施すべき取組をまとめた
南海トラフ地震対策のトータルプラン

南海トラフ地震の発生に際して、県が行うべき対応業務について、災害対策本部をはじめ、
各部や各所属の役割を整理するとともに、事前に行っておくべき準備や、県職員として日頃
から心がけなければならない事柄を整理したマニュアル

高知県
津波避難計画策定指針

地震防災緊急事業
五箇年計画 高知県広域受援計画

市町村国土強靭化地域計画（指針）

市町村津波避難計画
地域津波避難計画

津波避難対策
緊急事業計画

市町村地域防災計画　（南海トラフ地震防災対策推進計画）

市町村業務継続計画　（ＢＣＰ）

高知県復興方針
( 発災後策定 )

市町村復興計画
（発災後策定）

具体計画

南海トラフ地震による災害から県民の生命、身体及び財産を守ることを目的として、予防から応急、復旧・復興までの対策を計画的に
行うため、県、県民、事業者等の役割及び責務を明らかにするとともに、震災に強い地域社会づくりを目指して相互に連携しながら

南海トラフ地震対策を推進していくために制定

被災建築物等の概況調査

第一次建築制限区域（案）の申出

都市復興基本方針の策定・公表

第一次建築制限区域の指定

被災建築物等の状況調査

都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表

現在位置による復興の場合

：第ニ次建築制限区域の指定

移転による復興の場合

：災害危険区域の指定

建築制限

復興手続き

地区の復興まちづくり計画の策定

現在位置による場合

移転による場合

・被災建築物応急危険度判定調査、現地目視調査
・現地目視調査票・家屋被害の集計表の整理、家屋被害概況図の作成

・復興地区区分の検討

・第一次建築制限（案）の申出・連絡調整［県と協働］

――

・住民等への周知（避難所等へ配布）

・住家の被害認定調査、現地目視調査［詳細］
・現地目視調査［詳細］票・家屋被害の集計表の整理、家屋被害詳細図の作成
・復興地区区分の再検証、地区別復興手法の選択

・第二次建築制限区域(被災市街地復興推進地域)の事前協議［県と協働］
・復興計画(骨子案)の策定

・第二次建築制限区域(被災市街地復興推進地域)の都市計画決定
・住民等への周知（避難所等へ配布）

・災害危険区域の指定（または移転促進区域の設定）
・住民等への周知（避難所等へ配布）

・地区別の復興手法、復興スケジュールの策定
・住民等との合意形成
・地区の復興まちづくり計画の策定（市町村復興計画の一部を構成）
・住民等への周知（避難所等へ配布）

・復興都市計画事業の都市計画決定の事前協議［県と協働］
・復興都市計画事業の都市計画決定

・防災集団移転促進事業計画の作成

・市町村及び災害対策本部等から収集した都市被害概況の取りまとめ
・被害に関する国との連絡調整、市街地復興に関する協議
・市町村へ第一次建築制限の指定に向けた詳細調査の相談・支援
・応急仮設住宅供給計画との連携、調整

・市町村間の広域的調整
・事業導入を念頭に置いた建築制限区域に係る市町村相談
・県内建築制限状況の取りまとめ（特定行政庁分含）
・国との調整、市街地復興に関する協議

・高知県復興都市計画連絡調整会議の設置
・都市復興基本方針の策定・公表（高知県復興方針の一部を構成）
・都市復興基本方針の記者発表

・第一次建築制限区域の指定
・第一次建築制限区域の市町村への通知
・住民、建築確認や検査を行う指定確認検査機関への周知
・第一次建築制限の相談窓口の設置、第一次建築制限の記者発表

・市街地復興に係る市町村相談
・国との連絡調整、市街地復興の協議
・災害公営住宅建設計画との連携、調整

・高知県復興都市計画連絡調整会議の設置
・都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表
・復興計画（骨子案）の策定に係る市町村相談
・市町村間の広域的調整
・都市復興基本計画（骨子案）の記者発表

・市町村間の広域的調整
・県内建築制限状況の取りまとめ（特定行政庁分含）
・建築確認や検査を行う指定確認検査機関への周知

・高知県復興都市計画連絡調整会議の設置
・都市復興基本計画の策定・公表（高知県復興計画の一部を構成）
・都市復興基本計画の記者発表

・復興都市計画事業の計画策定に係る市町村相談
・市町村間の広域的調整

・防災集団移転促進事業の計画策定に係る市町村相談
・市町村間の広域的調整

初動体制の確立

行動計画 市町村 県

・被害状況調査等
・災害対策本部等から被災情報等の収集
・都市計画審議会委員の安全確認［県と協働］
・都市計画審議会の開催準備［県と協働］

特定行政庁（県）の場合

発災後７日以内

発災後１カ月以内

発災後２カ月以内

発災後６カ月を目途

第一次建築制限

第二次建築制限

または災害危険
区域による制限

地区の復興
まちづくり計画

（≒市町村復興計画）

16都市計画区域（11市９町）

土佐清水都市計画区域

宿毛都市
計画区域

越知都市
計画区域

香南都市
計画区域

安芸都市
計画区域

室戸都市
計画区域

東洋都市
計画区域

高知広域
都市計画区域

中村都市計画区域

幡東都市計画区域

窪川都市計画区域

中土佐都市計画区域

須崎都市計画区域

土佐都市計画区域

本山都市計画区域

佐川都市計画区域

須崎市

土佐市

香美市

香南市

南国市
高知市

安芸市

室戸市

日高村

馬路村

芸西村

北川村

佐川町

越知町

仁淀川町

いの町

中土佐町

津野町

檮原町

四万十町

黒潮町

大月町

四万十市

宿毛市

宿毛市

土佐清水市

三原村

土佐町

本山町
大豊町

安田町

田野町

奈半利町

東洋町

大川村

都市計画区域

凡 例

線引きを行っている
都市計画区域

用途地域を指定している
都市計画区域

高知県土木部都市計画課

住所：〒780-8570　高知県高知市丸ノ内１丁目２番20号（本庁舎６階）

TEL ： 088-823-9846(計画担当直通)、〔72-9846：防災行政無線〕

FAX ： 088-823-9349

MAIL： 171701@ken.pref.kochi.lg.jp

高知県の南海トラフ地震対策の計画体系

位置づけ

高知県震災復興都市計画指針
（平成２８年３月）

発災日時

平成　　年　　月　　日（　　）

　　時　　分

名　　称 被災の概要

■指針の役割

■県・市町村全体行動計画　【手続き編】P124

■県・市町村職員行動手順　【手続き編】P126，127，128



発災後６カ月を目途

平成○年○月○日

○○市○○地区復興まちづくり計画

１　計画区域

被害の分布状況を基に、既定計画や街区構成、地元組織（町会・自治会、協議会等）

の区域等を踏まえて以下の内容を整理し、作成する。

a 位置　b 面積

２　地区の現況

 (1) 被災前の状況の整理

a 既存データでの地区特性　b 既存計画でのまちづくり計画　c 用途地域図

d 土地利用現況図　e その他（当該地区を特徴づけるもので復興に関係するもの）

f 統計データ（人口、世帯数等） g まちづくり活動の有無、活動内容等

 (2) 被災状況の整理

家屋等被害状況調査の結果を活用する。

３　整備の目標及び方針

事前復興計画、都市計画マスタープラン等の計画を踏まえて、以下の内容を整理、

作成する。

a まちの目標　b まちづくりの方針

４　骨格プラン

以下の内容を整理、作成する。

a 地区の拠点　b 地区の軸

５　分野別方針

都市計画及び導入事業を踏まえて、以下の内容を整理、作成する。

a 土地利用の方針　b 都市施設の整備方針　c 市街地復興の基本方針

６　事業手法

７　計画図

準　　備

最終調整

ステップ１　協議の進め方等について了解を得る

ステップ２　地区別復興手法を説明する

ステップ３　被災者とともに復興手法を確定する

ステップ４　まちづくりに対する被災者の意見や希望を把握する

ステップ５　被災者とともに「まちづくりの基本方針」を定める

ステップ６　住まいの選択肢や再建費用等を提示する

ステップ７　住まいの再建方法を選択してもらう

ステップ８　まちづくり計画案を作成して被災者と協議する

ステップ９　協議結果を反映してまちづくり計画案を修正する

ステップ10　協議と修正を繰り返してまちづくり計画を完成させる

県 市町村

４)復興計画

１)都市復興基本方針

６)都市復興基本計画

５)復興計画

２)都市復興基本計画
（骨子案）

３)復興計画
（骨子案）

＜同時並行＞

発災後

１カ月

以内

２カ月

以内

６カ月

を目途
７)地区の復興
まちづくり計画

名称 区分等 役割

１)都市復興基本方針

４)復興計画

５)復興計画

６)都市復興基本計画

２)都市復興基本計画

　（骨子案）

３)復興計画

　（骨子案）

７)地区の復興

　 まちづくり計画

県

※P33

県

※P60

県

※P57

県

※P98

市町村

※P103

市町村

市町村

※P63

復興全体に関するマスタープラン

復興全体に関するマスタープラン

都市復興に関するマスタープラン

【同時期に復興都市計画事業の都市計画決定】

地区における生活や産業基盤等の

復興計画

【同時期に復興都市計画事業の都市計画決定】

被災した住民が抱く復興に対する不安を解消

し、被災地域の円滑かつ迅速な都市の復興

【同時期に県は第一次建築制限区域を指定】

市町村の復興計画の策定等を円滑にし、被災

地の迅速な復興の推進

【同時期に市町村は第二次建築制限区域の都市計画決定】

建築制限に併せた都市の復興の目標、土地利

用に関する基本方針等の明示

【同時期に市町村は第二次建築制限区域の都市計画決定】

※P○○：指針のページ数

原案の作成（市町村）

調整

発災から

２カ月以内

公告及び縦覧（２週間）

市町村都市計画審議会

都市計画決定・告示

第二次建築制限の実施

調整

指定確認（県）

※P68～

調整
※必要に
応じて

第二次建築制限区域（被災市街地復興推進地域）

の都市計画決定　（市町村）

※決定の手続きは、通常の都市計画決定と同様とする。

説明会の

開催等

意見書の

提出

事前協議
（県・市町村）

正式協議
（県・市町村）

指定確認検査機関
への情報提供（県）

連絡調整会議（県）

※P57～

都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表（県）

復興計画（骨子案）の策定（市町村）

※P○○：指針のページ数

ケース① ケース②

ケース

の概要

制限

による

影響

第二次建築

制限区域

第一次建築制限区域を大きめに

設定し、被害の詳細調査結果、

復興まちづくり計画に合わせ

て、第二次建築制限区域 ( 事業

区域 )として縮小する。

結果的に不必要な建築制限が生

じることになり、就業機会の創

出や生活再建（自己復旧）の妨

げとなる。

（≒個人の財産権を過度に制約

したことになる可能性がある。）

第一次建築制限区域外で生活再

建（自己復旧）による新築が始

まると、第二次建築制限区域(事

業区域 )に入れにくい。

（≒市街地の健全な復興の支障

となる可能性がある。）

第一次建築制限区域を小さめに

設定し、被害の詳細調査結果、

復興まちづくり計画に合わせ

て、第二次建築制限区域 ( 事業

区域 )として拡大する。

第一次建築制限区域 第二次建築制限区域

第一次建築

制限区域

倒壊・延焼被害 津波による流失被害

復興促進地区 重点復興地区

復興誘導地区

重点復興地区

復興誘導地区

復興誘導地区 復興誘導地区

基盤整備済

・市街地開発事業、住宅

市街地総合整備事業、

開発許可による住宅開

発事業等が実施済み ※

基盤未整備

・左の以外の地区

・幅員４ｍ未満の細街路

が存在する地区

基盤整備済

または基盤未整備

大被害地区

中被害地区

小被害地区

重点復興地区または

復興促進地区

重点復興地区または

復興促進地区

※戦災復興土地区画整理事業や旧法の土地区画整理事業済み等の地区において、区画道路の整

備等が低水準と認められる地区は基盤未整備とするなど、地域の実情に即して総合的に判断

すること。

地区の定義 復興の進め方

重点復興

地区

復興促進

地区

復興誘導

地区

・比較的広い範囲で面的に被災し、か

つ、都市基盤整備等の抜本的な対策

が必要な地区で、重点的かつ緊急に

復興まちづくりを行うことが適切と

考えられる地区。

（建築基準法第84条の指定区域）

・被害が散在し、かつある程度の面的

被害も混在するなど、計画的に一体

的な復興まちづくりを進めることが

適切と考えられる地区。

・基盤は整備済みであるが、被害が連

担して発生しており、都市基盤にお

いて何らかの課題（延焼防止機能の

不足等）を有する地区。

・被災が散在的にみられるが、自主再

建等による復興を誘導することが、

適切と考えられる地区。

・各地域の実情、被災状況、被災住民

のニーズに応じた復興対策の実施に

向けた合意形成を図る。

・復興事業により部分的な道路改良の

実施や、都市施設の再建、地区計画

の決定を行いながら、建築制限は行

わず自主再建を促進する。

・自主再建を誘導する。

・被害の原因、地区の課題等に応じ

て、良好な地区環境の整備の誘導等

を図る。（用途地域見直しや地区計

画の決定等）

・都市計画事業等の復興事業の実施に

向けた建築制限に移行し、被災住民

との事業計画の合意形成を図る。

復興地区区分の検討

ＮＯ

ＹＥＳ

発災から16日以内

発災から５日以内

発災から18日以内

発災から20日以内

※P14～

※P15～

※P21～

※P22

考慮

発災

被災情報等の収集

調査対象地区の選定

（大規模な面的被害が想定されるか？）

被災建築物応急危険度判定調査、

現地目視調査

家屋被害概況図の作成

被災建築物等の状況調査

（第３章参照）

または自主再建 等

移転による復興手法を選択した

地区においては、災害危険区域

の指定を検討　※P81～

被害の概況の区分

【大被害地区】

一団の地区内の建

物のうち全壊（流

失を含む）・焼失

している割合が概

ね５割以上と思わ

れる地区

【中被害地区】

一団の地区内の建

物のうち全壊（流

失を含む）・焼失し

ている割合が概ね

５割未満～３割以

上と思われる地区

【小被害地区】

大被害地区及び中

被害地区以外の地

区

※

復興誘導地区下記等を踏まえ、総合的、即地的に判断す

る。

【判断材料】

・家屋被害概況図から見た市街地整備

の必要性（大規模半壊・半壊の割合をは

じめとした被災特性等）

・都市計画基礎調査に基づく都市構造

の現状・課題（不燃領域率等）

・都市計画マスタープラン、地域防災計画

の位置づけ

ＹＥＳ ＮＯ

重点復興地区
（≒第一次建築制限区域）

復興促進地区

※各地域の実情、被災

状況、被災住民のニ

ーズに応じて概ね

１ha(=10,000 ㎡ ) 以

上の規模で連続する

被災地区で検討

※P○○：指針のページ数

現在位置に
よる

復興事業の
検討

（市町村）

移転
による

復興事業の
検討

（市町村）

都市復興
基本計画

の策定・公表
（県）

地区の復興
まちづくり
計画の策定
（市町村）

復興都市計画事業の
都市計画決定（市町村）

復興都市計画事業
の推進（市町村）

現在位置による
復興手続き

移転による
復興手続き

防災集団移転促進事業
の推進（市町村）

防災集団移転促進事業計画の
作成（市町村）

※P95～

※P105～

※P○○：指針のページ数

※P114～

都市復興基本計画（骨子案）の策定・公表（県）

復興計画（骨子案）の策定（市町村）

被災建築物等の状況調査（市町村）
復興地区区分の再検証（市町村）

地区別復興手法の選択（市町村）
〔現在位置 or移転〕

第二次建築制限区域
（被災市街地復興推進地域）

の都市計画決定
（市町村）

災害危険区域の指定や
移転促進区域の設定

（市町村）

発災から40日以内※P48～

※P56

※P57～

※P81～※P68～

被災情報等の収集（市町村）

被災建築物応急危険度判定調査
現地目視調査（市町村）

現地目視調査票・家屋被害の集計表の整理
家屋被害概況図の作成（市町村）

復興地区区分の検討（市町村）

第一次建築制限区域（案）の申出（市町村）

都市復興基本方針の策定・公表（県）

第一次建築制限区域の指定 (建築基準法第 84 条 )
第一次建築制限区域の市町村への通知（県）

発災

発災から3日以内※P14～

発災から16日以内※P15～

発災から18日以内※P21～

発災から20日以内※P22～

発災から21日以内※P24～

※P30～

発災から1カ月以内※P34～

建築制限のケース

平成27年度全体模擬訓練の様子

復興地区区分の検討の流れ（基盤未整備地区又は津波による被災地区の場合）

被災市街地復興推進地域の都市計画決定手続きフロー 基本方針や基本計画等の関係 復興まちづくり協議スケジュール

○○市○○地区復興まちづくり計画の構成（例）

復興地区区分の基本的分類

復興地区の定義

メモ

■復興に向けた計画策定の考え方　【手続き編】P96，100，103■第二次建築制限の実施の流れ　【手続き編】P71

■手続きフロー　【手続き編】P11，47，90 ■復興地区区分の考え方（第一次制限の実施の流れ）　【手続き編】P19，23，26


